
新しい らしさの追求

ＮＨＫ経営計画（2021-2023年度）の修正(案)について

説 明 資 料
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現在のＮＨＫ経営計画(2021-2023年度)の概要

現経営計画ではスリムで強靱な「新しいＮＨＫ」を目指す構造改革に
取り組んでいます
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また、現経営計画の進捗に見通しが立ち次第、
経営計画を修正することとしていました
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現経営計画の進捗

現経営計画は2021年度と2022年度の２年間で、
スリムで強靱な「新しいＮＨＫ」への変革が順調に進んでいます。

訪問によらない営業活動

番組・テレビスポット
イベントなど 文書によるご案内

ＮＨＫホームページ・アプリ ケーブルテレビや不動産会社などの
窓口・ホームページ

「巡回訪問営業」から「訪問によらない営業」に業務モデルを転換

⇒計画以上のコスト削減を実現

2022年度時点で営業経費は１５５億円を削減（対2020年度比）

営業経費率は１０％を下回り９.３％に

2023年度も取り組みを加速し、
受信料値下げ後も営業経費率は１０％を下回る水準を維持します。
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経営資源シフトの取り組み

あらゆる領域で業務改革を推進し、2023年度までに５５０億円を
削減する計画は達成する見通し。
一方でジャンル管理により制作の総量を圧縮し、経営資源を
ＮＨＫならではの多様で質の高いコンテンツの取材・制作に集中。
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最適なチャンネルで放送
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新たなジャンル管理これまでのチャンネル管理

〇ジャンル別管理による資源管理イメージ

･･･

ＮＨＫ本体とグループの一体改革

子会社は中間持株会社の導入を待たずに、ガバナンス強化に
取り組み業務効率化を推進。

⇒業務委託費１０％削減（対2020年度比）

⇒子会社役員３０人削減（対2020年度比）

⇒関連団体数は最終的に２２団体※となる見通し（過去最大６５団体）

※2022年度以降に計画している中間持株会社設立と財団統合を含みます。

Ｇ Ｅ ＢＳ１ ＢＳＰ

番組が重複する内容に



保有するメディアの整理・削減

衛星波は２０２４年３月末に
２Ｋのうち１波を削減（停波）します

２０２３年１２月に番組改定を行い、
「新ＢＳ４Ｋ（仮称）」と「新ＢＳ２Ｋ（仮称）」をスタートします。

新衛星２波は、２Ｋ・４Ｋそれぞれの特性を生かしたコンテンツを柔軟に編成
し、地上波では味わえない新たな価値を創造します。

番組改定後、ＢＳプレミアムは衛星波削減の周知等を画面上で行うなど、
削減の円滑な実施に取り組みます。

２０２３年度中 ２０２４年度

BS1

新BS4K（仮称）

新BS2K（仮称）

BSP

BS4K

画面上の
周知等

停
波

番
組
改
定

12/1

世界に通用する多彩なコンテンツ・
高精細クオリティを提供します。

衛星放送の魅力を凝縮し、
ライブ感を重視した機動的な編成を行います。

新BS4K

新BS2K

3月末

※実施にあたっては、新BS2Kでは当面、教養番組、エンターテインメント、
ドラマなど新BS4Kで放送する番組の一部も編成し、
2Kテレビで衛星放送を視聴するみなさまの利便性を確保します。

※地震・津波等の大規模災害が発生した際には、
これまで通り衛星放送でも臨時ニュース等を放送します。
東京の放送センターが被災し放送が出来なくなった場合は、
大阪放送局から新BS2Kに送信し全国の放送局が受信して放送します。
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衛星波削減を踏まえた
放送サービスのトータルプラン
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衛星放送の魅力凝縮

新BS4K

新BS2K

地上波

２つの柱を強化

新しい "安全・安心" の追求

新しい "あまねく" の追求

世界水準
コンテンツ

２Ｋ・４Ｋそれぞれの
特性を生かしコンテンツ
を柔軟に編成し、
地上波では味わえ
ない新たな価値を創造

世界に通用する多彩なコンテンツ・
高精細クオリティを提供します。新BS4K

新BS2K

地上波

衛星放送の魅力を凝縮し、
ライブ感を重視した機動的な編成を行います。

全ての視聴者のみなさまに、
信頼できる情報を確実に提供し続けます。



現経営計画で想定した環境変化の加速

新型コロナウイルス感染症やウクライナ情勢等の影響により、放送
を取り巻く環境変化が加速し、新たに課題が発生し深刻化しています。
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メディア環境、
視聴者行動の

変化

人口・世帯数の
減少

不確かで曖昧な
情報の拡散

新型コロナ等に
よる社会・

経済状況の変化

環境変化は大きく“加速”

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
長
期
化

ウ
ク
ラ
イ
ナ
情
勢

異
常
気
象
頻
発

いずれの
要素も
"加速"

フェイクニュースの
影響力／危険性増大

コンテンツ競争激化
教育コンテンツニーズ拡大

情報格差
放送インフラ維持困難

社会・経済の不安定化加速

環境変化の加速に伴う新たな課題に対応するため、
２つの重点項目を強化します。



強化する重点項目

５つの重点項目

強化する重点項目については徹底した構造改革により原資を確保
したうえで、さらに８０億円規模の追加削減に取り組みます。
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人事制度
改革

あまねく
伝える

安全・安心
を支える

社会への
貢献

新時代への
チャレンジ

災害のみならず、安全保障、感染症、地域
課題など、暮らしの安全を支える
「信頼できる情報」の発信を強化します。

"安全・安心" の追求

地域インフラへの投資を強化し、放送通信
融合の時代に、世代や場所にかかわらず
「放送の価値」を届け続けます。

"あまねく" の追求

徹底した
構造改革

強化する内容

営業改革の完遂により安定収入を確保し、
放送通信融合時代にふさわしい業務フロー
への転換を図ります。

これまでの方針の進化・深化



強化する重点項目

１．安全・安心を支える

〇国際情勢や地域環境の変化を踏まえ、信頼できる情報の担い手として、
健全な情報空間の維持に貢献します。

・フェイクニュースが蔓延する時代に対応し、事実を見極めるための情報の取材・制作機能を
強化します。

・取材に裏打ちされた信頼性の高い報道を維持するため、ジャーナリズム人材の育成に
注力します。

・専門プロジェクトを設けるなど、災害、科学、安全保障といった社会が要請する分野の強化
に取り組みます。

〇信頼されるメディアとしてコンテンツ強化に取り組むとともに、
国内で流通するコンテンツの信頼性向上にも貢献します。

・学習形態の多様化に応じた教育コンテンツの充実など、質の高いコンテンツに経営資源を
集中します。

・放送通信融合の時代における日本のコンテンツ産業の信頼性向上に、
業界と協力しつつ取り組みます。

災害のみならず、安全保障、感染症、地域課題など、
暮らしの安全を支える「信頼できる情報」の発信を強化します。

３．あまねく伝える

地域インフラへの投資を強化し、放送通信融合の時代に、
世代や場所にかかわらず「放送の価値」を届け続けます。

〇二元体制の持続可能性を高め、あらゆる地域へ放送の価値を届け続けます。

・民間放送事業者等との協力強化により、効率的で強靱な放送ネットワークを維持します。

〇レジリエンス、リスクマネジメント、持続可能性を考慮した投資を行うと同時に、
生産性の向上にも取り組むことで、いかなる状況下でも情報を届け切ります。

・適正なリスク算定を行い不測の事態に備えると同時に、地域を重点に、加速するSDGs時代を
踏まえた投資を強化します（災害対応のための補完FM置局を含む）。

・経営資源をコンテンツに集中させ、生産性向上につながる制作工程改革を加速させます。
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受信料の値下げによる還元

受信料値下げには、
経営努力によって生み出した繰越金を活用します

契約種別 支払方法 月額（値下げ後） 月額（値下げ前）

口座振替
クレジットカード等継続払

1,100円
1,225円

継続振込等 1,275円

口座振替
クレジットカード等継続払

1,950円
2,170円

継続振込等 2,220円

継続振込等の受信料額は口座振替・クレジットカード等継続払に一本化します。
学生への免除を拡大し、被扶養の学生についても原則受信料を免除します。

構造改革や経営努力の成果を視聴者のみなさまに還元するため
２０２３年１０月より受信料を値下げします
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受信料値下げ
による還元

財政安定のための
繰越金充当

1,500億円規模

2022年度 2023年度

事業
収入
6,890

事業
支出
6,890

還元

202４年度 202５年度 202６年度

イメージ

還元

還元 還元

地上契約

衛星契約



繰越金を活用したその他の還元

※改正放送法（第73条の2の5項）にもとづき、次期中期経営計画期間において「支出の予想額」に
充当される想定です。
なお、これらの区分については、別途定められる総務省令により、改められることがあります。
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視聴者のみなさまの将来的な負担軽減に向けて
先行投資に取り組みます

視聴者のみなさまに
追加負担を強いることなく

いかなる事態でも
信頼できる情報を届け

続けることができる存在へ

※余剰が出れば
「還元目的積立金」へ
（改正放送法で明記）

○民間放送事業者と連携し
放送ネットワークインフラ維持コストを低減
※次頁参照

〇設備投資コスト削減に向けた投資

○情報空間の健全性担保のための投資

○日本のコンテンツ業界の人材育成

還元規模（想定※） ７００億円程度

災害時等の視聴者負担の増加抑止のため
財政安定化に取り組みます

少なくとも ５００億円程度必要

〇大規模な災害・事故（放送センター被災など）への対応

〇インフレ等による物価高騰など経済状況の急激な変化への対応

〇設備投資にあたり減価償却資金など
当年度の自己資金で賄えない場合などへの対応 など
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放送ネットワークインフラ維持

視聴者のみなさまの将来的な負担軽減について

地上デジタル化から約２０年が経過し、
地域における放送ネットワークは更新時期が迫っています。
総務省の有識者会議がまとめた「デジタル時代における放送の

将来像と制度の在り方に関する取りまとめ」（2022年8月）では、
放送の社会的役割の維持・発展のための方向性が明示されています。

【守りの戦略】
放送ネットワークインフラのコスト負担の軽減、
コンテンツ制作に注力できる環境整備

放送ネットワークインフラの将来像

〇「共同利用型モデル」の推進（中継局、マスター設備等）
〇マスター設備の効率化（ＩＰ化、クラウド化等）
〇小規模中継局等のブロードバンド等による代替

【出典】「デジタル時代における放送の将来像と制度の在り方に関する取りまとめ」を元に作成

上記を踏まえ、将来的な視聴者のみなさまの負担軽減を目的に、
民間放送事業者と連携し、設備維持コストの抑制に取り組みます。

A放送局 B放送局 C放送局

A放送局 B放送局 C放送局

現 状 目指す姿

各放送局で放送ネットワークを
保有・整備

共同建設化

運用共同化 通信などの
代替手段検討
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スリムで強靱な「新しいＮＨＫ」へ

区 分 （億円）
2021年度 2022年度 2023年度

増 減 増 減 増 減

事業収入 6,900 △ 304 6,890 △ 10 6,440 △ 45０

うち受信料収入 6,714 △ 260 6,700 △ 14 6,24０ △ ４6０

事業支出 7,130 △ 224 6,890 △ 240 6,７20 △ １7０

事業収支差金 △ 230 △ 80 0 230 △ 28０ △ 28０

還元の原資を充当 28０ ＋ 28０

修正後の収支見込み

区 分 （億円）
2021年度 2022年度 2023年度

増 減 増 減 増 減

事業収入 6,900 △ 304 6,890 △ 10 6,８８0 △ １０

うち受信料収入 6,714 △ 260 6,700 △ 14 6,６９０ △ １０

事業支出 7,130 △ 224 6,890 △ 240 6,800 △ ９０

事業収支差金 △ 230 △ 80 0 230 8０ ８０

修正前

修正後



本資料に掲載されている事業収入、支払率などは現時点での想定であり、ウクラ
イナ情勢の影響や物価上昇など、今後の社会・経済状況の変化などによっては見
通しが変動する可能性があります。
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「ＮＨＫ経営計画（2021-2023年度）」の修正について（案） 

◼ 感染症の拡大やウクライナ情勢など新たな課題を踏まえ、「5 つの重点項目」のうち、「１．安全・安心を支える」、「３．

あまねく伝える」の内容を強化します。 

◼ 衛星波 1 波を 2023 年度末に削減します。 

◼ 構造改革や経営努力の成果を視聴者のみなさまへ還元するため、受信料を１割値下げします。 

◼ 受信料の値下げを踏まえ 2023 年度の収支見通しを修正します。なお、放送法の規定により、収支予算・事業計画の

国会承認をもって確定されます。 

５つの重点項目 

１．安全・安心を支える 

災害のみならず、安全保障、感染症、地域課題など、暮らしの安全を支える「信頼できる情報」の発信を強化します。 

➢ 国際情勢や地域環境の変化を踏まえ、信頼できる情報の担い手として、健全な情報空間の維持に貢献します。 

⚫ フェイクニュースが蔓延する時代に対応し、事実を見極めるための情報の取材・制作機能を強化します。 

⚫ 取材に裏打ちされた信頼性の高い報道を維持するため、ジャーナリズム人材の育成に注力します。 

⚫ 専門プロジェクトを設けるなど、災害、科学、安全保障といった社会が要請する分野の強化に取り組みます。 

➢ 信頼されるメディアとしてコンテンツ強化に取り組むとともに、国内で流通するコンテンツの信頼性向上にも貢献します。 

⚫ 学習形態の多様化に応じた教育コンテンツの充実など、質の高いコンテンツに経営資源を集中します。 

⚫ 放送通信融合の時代における日本のコンテンツ産業の信頼性向上に、業界と協力しつつ取り組みます。 

３．あまねく伝える 

地域インフラへの投資を強化し、放送通信融合の時代に、世代や場所にかかわらず「放送の価値」を届け続けます。 

➢ 二元体制の持続可能性を高め、あらゆる地域へ放送の価値を届け続けます。 

⚫ 民間放送事業者等との協力強化により、効率的で強靱な放送ネットワークを維持します。 

➢ レジリエンス、リスクマネジメント、持続可能性を考慮した投資を行うと同時に、生産性の向上にも取り組むことで、いかな

る状況下でも情報を届け切ります。 

⚫ 適正なリスク算定を行い不測の事態に備えると同時に、地域を重点に、加速する SDGs 時代を踏まえた投資を

強化します（災害対応のための FM 補完置局を含む）。 

⚫ 経営資源をコンテンツに集中させ、生産性向上につながる制作工程改革を加速させます。 

スリムで強靱な「新しいＮＨＫ」を目指す構造改革 

「保有するメディアの整理・削減」 

➢ 2024 年３月末に衛星波は２K のうち 1 波を削減します。 

衛星波を「新 BS４K（仮称）」と「新 BS２K（仮称）」の 2 波とし、2K・4K それぞれの特性を生かしたコンテンツを柔

軟に編成し、地上波では味わえない新たな価値を創造します。 

✓ 新 BS４K（仮称）は、世界に通用する多彩なコンテンツ/高精細クオリティを提供します。 

✓ 新 BS２K（仮称）は、衛星放送の魅力を凝縮し、ライブ感を重視した機動的な編成を行います。 

「インターネット活用業務」 

➢ 在外邦人向けコンテンツについて、既存放送網の見直しを行いつつ、インターネット配信も活用して、きめ細かく、効率的

に発信します。 

「受信料の価値を最大化」するためのマネジメント施策 

➢ 訪問によらない営業活動を進化させ、安定収入を確保します。 

➢ ジャンル管理によるコンテンツ分野の効果的な資源管理を定着させるとともに、放送通信融合時代にふさわしい業務フロ

ーへの転換を図ります。 



視聴者のみなさまへの“還元”について 

構造改革による支出削減に加えて、経営努力によって生み出した財政安定のための繰越金をもとに、下記のとおり受信

料の値下げや視聴者のみなさまの将来負担の軽減につながる先行支出などを行います。 

■受信料の値下げについて

➢ 現経営計画期間中の 2023 年度を含む、中長期の収支見通しを踏まえ、受信料の値下げ等（受信料体系の見直

し）を実施します。

⚫ 還元（値下げ等）の方法 ※いずれも、2023 年 10 月から実施します。

✓ 地上契約および衛星契約を以下のように値下げします。

（支払方法の多様化を踏まえた、継続振込等払いと口座・クレジット払いの料額の一本化を含みます）

✓ 学生への免除を拡大します。

⚫ 還元（値下げ等）の規模

✓ 値下げに際して充当する還元の原資…総額 1,500 億円を想定

■視聴者のみなさまの将来負担の軽減につながる先行支出等について

➢ ネットワークコスト削減等、視聴者の将来負担の軽減につながる先行支出（「3.あまねく伝える」関連）*

✓ 民間放送事業者との放送ネットワークの効率的運用、ソフトウェア化対応研究等、改正放送法の協力努力

義務に係る支出…総額 600 億円（2023 年度は調査費等を計上）

➢ 日本のコンテンツ産業全体の視点から、公共的コンテンツの創造・展開の強化に係る支出*

（「1.安全・安心を支える」関連）…総額 100 億円（2023 年度は調査費等を計上） 

➢ 災害時等の持続可能性を担保する、財政安定のための繰越金 …少なくとも 500 億円程度必要

*改正放送法（第 73 条の 2 の 5 項）にもとづき、次期中期経営計画期間において「支出の予想額」に充当される想定です。　
なお、これらの区分については、別途定められる総務省令により、改められることがあります。

計画期間中の収支見通し 

収支見通し 

➢ 2023 年 10 月からの受信料の値下げ等により、受信料収入約 460 億円の減収を想定しています。

➢ 事業収支差金のマイナスは、値下げのために確保した還元の原資から充当することで解消します。

➢ 受信料値下げの継続を可能にするため、支出規模を段階的に縮減する間、還元の原資を活用します。

種別 支払方法 月額（値下げ後） 月額（値下げ前） 

地上契約 
口座・クレジット 

1,100 円 
1,225 円 

継続振込等 1,275 円 

衛星契約 
口座・クレジット 

1,950 円 
2,170 円 

継続振込等 2,220 円 

区 分 
2020 年度 

予算 

2021年度 2022年度 2023年度 
増減 増減 増減 

事 業 収 入 7,204  6,900 △304 6,890 △10 6,440 △450 

うち受信料収入 6,974  6,714 △260 6,700 △14 6,240 △460 

事 業 支 出 7,354  7,130 △224 6,890 △240 6,720 △170 

事業収支差金 △ 149 △230 △80 0 230 △280 △280 

還元の原資を充当 280 ＋280 

還元の原資残（後年度用） 1,220 

2023 年度の収支のみ変更 

※なお、受信料体系の見直しは、日本放送協会放送受信規約、日本放送協会放送受信料免除基準の総務大臣認可、 および各年度における予算
の国会承認など、所要の手続きを経て決定され実施します。
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ＮＨＫ経営計画（2021-2023 年度）の修正における 

収支の見通しの算定根拠（案） 
 

本資料は現時点での想定であり、新型コロナウイルス感染症のさらなる感染拡大など、 

今後の社会・経済状況の変化などによっては見通しが変動する可能性がある。 

◼ 事業収入について 

(億円) 

    区  分 
修正前 

(2023年度) 
新計画 

事 業 収 入     ６,８８０     ６,44０ 

うち受信料収入     ６,６９０     ６,２4０ 

○ 構造改革による支出削減に加えて、経営努力によって生み出した財政安定のた

めの繰越金をもとに、2023 年 10 月から受信料の地上契約および衛星契約を

下記のとおり値下げする。 

（支払方法の多様化を踏まえた、継続振込等払いと口座・クレジット払いの料額の一本化を含む） 

○ 学生への受信料免除を拡大する。 

 

◼ 事業支出について 

 

         (億円) 

区  分 
修正前 

(2023 年度) 
新計画 

事 業 支 出     ６,８0０     ６,72０ 

 

○ 受信料値下げの継続を可能にするため、さらなる構造改革を推進し、新たな経営

課題に対応する経営資源の捻出に取り組む。 

 

 

種別 支払方法 月額（値下げ後） 月額（値下げ前） 

地上契約 
口座・クレジット 

1,100 円 
1,225 円 

継続振込等 1,275 円 

衛星契約 
口座・クレジット 

1,950 円 
2,170 円 

継続振込等 2,220円 
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①さらなる構造改革について

⚫ ジャンル別管理をさらに徹底し、重複する内容の番組の見直し等により、衛星波は 2K

のうち 1波を削減。衛星 2波一体で地上波では味わえない新たな価値を創造する。

⚫ 新型コロナウイルス感染症の長期化を踏まえ、訪問によらない営業活動を進化させる。

外部委託法人などへの委託費の見直しや、訪問要員の削減などの推進により、受信料

値下げ後も営業経費率は 10％を下回ることを目指す。

⚫ 保有するメディアの整理・削減を見据え、職員採用の規模見直しや業務改革による生産

性の向上に取り組み、人件費の抑制に取り組む。   ほか

②新たな経営課題に対する重点投資について

⚫ フェイクニュースが蔓延する時代に対応し、事実を見極めるための情報の取材・制作機

能を強化する。

⚫ 放送通信融合の時代における日本のコンテンツ産業の信頼性向上に、業界と協力しつ

つ取り組む。

⚫ 民間放送事業者等との協力強化により、効率的で強靱な放送ネットワークを維持する。

ほか

上記①＋②で総額 80億円程度を削減 

③財政安定のための繰越金の視聴者のみなさまへの還元について

Ⅰ．「受信料値下げ等」

還元規模 280億円程度 

※受信料値下げに際して充当する還元の原資は総額 1,500億円を想定

Ⅱ．「視聴者のみなさまの将来負担の軽減につながる先行支出について」 

⚫ ネットワークコスト削減等、視聴者の将来負担の軽減につながる先行支出

✓民間放送事業者との放送ネットワークの効率的運用、ソフトウェア化対応研究等、改

正放送法の協力努力義務に係る支出…総額 600 億円（2023 年度は調査費等を計上） 

⚫ 日本のコンテンツ産業全体の視点から、公共的コンテンツの創造・展開の強化に係る支

出…総額 100億円（2023年度は調査費等を計上）

還元規模 700億円程度*

Ⅲ．「災害時等の持続可能性を担保する、財政安定のための繰越金」 

少なくとも 500 億円程度必要 

*改正放送法（第 73 条の 2 の 5 項）にもとづき、次期中期経営計画期間において「支出の予想額」に充当さ

れる想定。

なお、これらの区分については、別途定められる総務省令により、改められることがある。
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ＮＨＫ経営計画（2021-2023 年度）における 

収支の見通しの算定根拠 
 

本資料は現時点での想定であり、新型コロナウイルス感染症のさらなる感染拡大など、 

今後の社会・経済状況の変化などによっては見通しが変動する可能性がある。 

 

◼ 事業収入について 

 

(億円) 

    区  分 
2020年度 
（予算） 2021年度 2022年度 2023年度 

事 業 収 入     ７,２０４     ６,９００     ６,８９０     ６,８８０ 

うち受信料収入     ６,９７４     ６,７１４     ６,７００     ６,６９０ 

 

○ 受信料については、2020 年度に実施した値下げ（2018 年度から順次実施し

た奨学金受給学生への免除などとあわせて年間 422 億円の還元）が通年で影

響することや、新型コロナウイルス感染症の影響などにより、2021 年度は、

2020年度予算比で 260億円規模の大幅な減収を想定している。 

○ 公平負担の徹底の観点から、▼支払率 80％台の維持に努めるとともに、▼衛星

契約割合を向上させ、公共放送・公共メディアの運営に必要な受信料収入を確保

する。 

○ 受信料以外の収入としては、番組や技術に関するノウハウの多角的活用や保有

する施設などの有効活用による副次収入、関連団体からの配当金などによる財

務収入などについて、経済状況の悪化などを踏まえ、2021年度は、2020年度

予算比で 50億円弱の減収を見込んでいる。 

○ 受信料収入を含む事業収入は、現時点では、新型コロナウイルス感染症の影響を

受けた今後の社会・経済状況を厳しく見込むこととし、2022 年度と 2023 年

度についても、毎年 10億円程度の減収を想定している。 

 

修正前 
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◼ 事業支出について 

 

         (億円) 

区  分 2020年度 
（予算） 2021年度 2022年度 2023年度 

事 業 支 出     ７,３５４     ７,１３０     ６,８９０     ６,８００ 

                 

○ 受信料が長期的な減収傾向となることが予測されるなかにあっても、「新しいＮ

ＨＫらしさ」を追求し、コンテンツ投資を充実させ、視聴者・国民のみなさまの求め

る多様性・質の高さを実現するための支出を行う。 

○ そのため、番組経費や営業経費の見直し、設備投資など固定的経費への斬り込

みなどの構造改革を集中的に実施することで、３年間で 700 億円規模（2020

年度予算比）の経費の削減を行う。 

○ 一方で、視聴者・国民のみなさまから強い要望をいただく、安全・安心を支える放

送・サービスや最先端のユニバーサル・サービスなどの領域に、150 億円程度を

重点投資する。 

○ 質の高いコンテンツの提供と合理的なコストの両輪を徹底し、2022 年度以降、

事業規模は 7,000 億円を下回り、6,000 億円台の規模に抑えて、スリムで強

靱な「新しいＮＨＫ」を実現していく。  

 

 

 

修正前 
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④ 構造改革について    

削減規模： ７００億円程度 

⑴ 「スリムで強靱なＮＨＫに向けた番組経費などの見直し」 

⚫ ＮＨＫならではのコンテンツ制作に経営資源を集中させるため、制作の総量を削減し、そ

れぞれのコンテンツの質を高める。 

⚫ コンテンツを報道やドラマといったジャンル別に管理することで、重複する内容の番組

の見直しや、番組コストの査定を徹底する。 

⚫ 制作工程の標準化・効率化や、東京オリンピック・パラリンピックで実施する放送・サービ

スの縮小などによる、制作経費の見直しなどに取り組む。 

⚫ 国内放送番組と国際放送番組との一体制作を推進するなど、高品質コンテンツの横断

活用をいっそう強化し、地域放送番組の全国放送・国際放送への展開も進める。 

⚫ 国際放送は、放送だけでなく、インターネット配信の活用を進め、より効率的・効果的に

視聴可能世帯の拡大を図る。 

削減規模 ３００億円超 

⑵ 「設備投資など固定的経費への斬り込み」 

⚫ ＮＨＫ独自の仕様の見直しや、設備更新の抑制など、これまでの設備投資のあり方を改

めるとともに、シンプル化・集約化・クラウド化によるシステムの効率化などを図る。 

⚫ スポーツ放送権料などの絞り込みを進める。 

削減規模 １５０億円超 

⑶ 「営業経費の構造改革」 

⚫ ポストコロナ時代を見据え、訪問によらない効率的な営業活動へ移行するため、外部委

事業支出の推移イメージ 

修正前 
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託法人などへの委託費の見直し、訪問要員の削減などを進める。これらの取り組みによ

り、営業経費率は１０％を下回ることを目指す。 

削減規模 １２０億円程度 

⑷ 「管理間接業務のスリム化・高度化」 

⚫ 業務の徹底した簡素化や本部機能のスリム化・高度化、ＡＩなどを利用した事務の自動

化・省力化、業務が縮小していくことや定年延長を前提とした職員採用の規模の見直し

などを進める。 

削減規模 ４０億円程度 

⑸ 「経常的経費の削減」 

⚫ ペーパーレス推進による経費削減、テレワークの推進による出張旅費の抑制、備品・消耗

品の購入見直しなど、経常的な経費の削減に取り組む。 

削減規模 ４０億円程度 

 

⑤ 重点投資について    

投資規模： １５０億円程度 

⑴ 「安全・安心を支える」  

⚫ 専門知識を生かした取材に基づく信頼できるコンテンツを、放送とインターネットを連動

させてこれまで以上にきめ細かく届ける。 

⚫ 地域の自治体やメディアとの連携を充実させることにより、日頃からの災害への備えの

強化に貢献する。 

⚫ 大規模災害の発生時でも確実に放送・サービスを届けるために、東京の放送センターの

代替として大阪拠点放送局の機能を強化する。 

投資規模 ２０億円程度   （参考：令和２年度予算の報道取材費（国内取材）は約 192 億円） 

⑵ 「新時代へのチャレンジ」 

⚫ 見ごたえのある大型シリーズ番組など、視聴者のみなさまの期待を上回る質の高いコン

テンツを、合理的なコストで、最適な媒体を通じて提供することや、これからの社会に求

められる教育・教養コンテンツを開発し、さまざまな世代の人たちの暮らしや学習を幅広

く支援する取り組みを進める。 

⑶ 「あまねく伝える」 

I. 新型コロナウイルス感染症の流行で、人と人との距離がますます離れつつあるなか、世

代や地域を超えて個人をつなぐ番組などを制作し、社会が連携するきっかけとなる役割

を果たす。 

投資規模（⑵＋⑶Ⅰ）５０億円程度 

II. ＡＩ技術などを駆使した最先端のユニバーサル・サービスの提供を拡充することや、訪日・

在留外国人に対し、災害情報や生活に必要な情報などを、放送だけでなく、インターネッ

ト配信を効果的に活用し、きめ細かく提供することに取り組む。 

投資規模（⑶Ⅱ）４０億円程度 

（参考：令和２年度予算の「人にやさしい放送・サービス」は約 30 億円） 

修正前 
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⑷ 「社会への貢献」 

⚫ ＮＨＫが取材した情報やデータを公共財として広く活用していただく取り組みや、放送・

メディア業界の未来を支える取り組みを進める。 

投資規模 ５億円程度 

⑸ 「人事制度改革」 

⚫ ＮＨＫで働く一人ひとりの創造性を最大化するための環境を整備し、「新しいＮＨＫらしさ

の追求」を実現する“人財”を育成する。 

投資規模 １０億円程度 

⑹ その他 

⚫ 訪問によらない効率的な営業活動の施策として、インターネットを活用した契約・収納活

動の推進や他企業との連携強化などを進める。 

⚫  業務改革をシステム面で支えるデジタルトランスフォーメーション(ＤＸ)を推進し、新型コ

ロナウイルスの感染拡大防止とともに働き方改革も含めたリモートワークの環境を整備

する。 

投資規模 ２０億円程度 

 



ＮＨＫが基本と考える公共的価値

ＮＨＫがこれまで大切にしてきた公共的価値は、「新しいＮＨＫらしさの追求」にあたっても、
しっかりと守っていきます。

受信料が長期的な減収傾向となることが予測されるなかにあっても、ＮＨＫと関連団体が一体となって「ＮＨＫでし
か創り出せないこと」に注力するとともに、効率的な経営を徹底し、受信料の価値の最大化を進めます。全国津々
浦々にネットワークを持つ、信頼される「情報の社会的基盤」として、ＳＤＧｓ（国連が定めた持続可能な開発目標）
の考え方も踏まえながら、地域や文化を守り、次の世代も安心して豊かに暮らせる日本の未来に貢献してまいり
ます。

新型コロナウイルス感染症の世界的流行や相次ぐ大規模災害、経済格差の拡大など、日本と世界の社会・
経済の先行きについて不透明感が増し、インターネットには不確かであいまいな情報があふれています。
一方、若者を中心にテレビの保有率が低下し、幅広い世代でインターネットの利用時間が増えてテレビの
視聴時間との“逆転”が予想されるなど、メディア環境や視聴者行動が大きく変化しています。

ＮＨＫは、受信料で成り立つ公共メディアとして、こうした時代の変化に向き合い、視聴者・国民の
みなさまからの信頼に応えるとともに、合理的なコストでの運営に努めます。経営資源をＮＨＫ
ならではの多様で質の高いコンテンツの取材・制作に集中させ、正確、公平公正で、豊かな放送・
サービスをいつでもどこでも最適な媒体を通じてお届けし続ける、「新しいＮＨＫらしさの追求」
を進めます。

これにあわせて既存業務を抜本的に見直し、放送波を整理・削減するとともに550億円規模の
支出削減を行い、効率的で持続可能な組織に変わります。経費を700億円規模で削減する一方、
150億円程度を以下の5つの取り組みに重点投資し、スリムで強靱な「新しいＮＨＫ」となる
ことを目指します。

５つの重点項目

１．安全・安心を支える　「命と暮らしを守る」報道を強化し、より強靱なネットワークを構築
２．新時代へのチャレンジ　 最新の技術を活用し、高品質なコンテンツを合理的なコストで提供
３．あまねく伝える　 確かな情報・サービスを一人ひとりに届け、分断化・多層化した社会をつなぐ
４．社会への貢献　 地域の情報発信強化や日本の放送・メディア業界の発展に貢献
５．人事制度改革　 組織の機能を最大限発揮するための“人財”改革を推進

▼不偏不党、自主自律を堅持、正確で公平公正な情報を発信し、知る権利を充足して、健全な民主主義の発展に貢献
▼一人ひとりの生活の安全、豊かさ、教育、福祉、文化創造に貢献
▼地域社会やメディア業界の維持・発展に貢献
▼日本と国際社会の相互理解に貢献
▼ＮＨＫの価値の最大化を図り、視聴者・国民のみなさまから信頼され必要とされる存在となる

放送法第７１条の２第２項第１号・第３号に規定された事項について
本計画における、放送法第７１条の２第２項第１号および第３号に規定された記載事項は、以下のとおりである。
第１号　中期経営計画の期間
2021年度から2023年度まで（2021年４月１日から2024年3月31日）の3か年とする。

第３号　協会が行う業務の種類及び内容
(1) 国内放送として、テレビジョン放送（総合テレビジョン、教育テレビジョン、BS１、BSプレミアム、BS4K、BS8K）、
中波放送（第１放送、第２放送）、超短波放送（FM放送）を実施する。

　(2) 国際放送として、邦人向け、外国人向けテレビジョン放送、ラジオ放送を実施する。
　(3) インターネット活用業務として、総務大臣の認可を受けた実施基準に基づき、放送番組、理解増進情報を提供する。
　(4) 調査研究として、放送番組及び放送技術の両分野にわたって調査研究活動を行う。
　(5) 上記のほか、放送法第２０条第２項（上記(3)を除く）及び第３項の業務を実施する。

収支見通し
受信料が長期的な減収傾向となることが予測されるなか、経営資源を放送・サービスに集中させて視聴者のみなさま
のニーズに応え、受信料の価値の最大化を図るため、構造改革による支出規模の圧縮に取り組みます。

受信料を2023年度に値下げの方針

〔受信料額［月額：地上契約1,225円、衛星契約2,170円（口座・クレジット）］（消費税含む）※沖縄県は料額が異なる〕

○こうした支出の削減に加えて、さらなるコストの圧縮を進め、新放送センターの建設計画の抜本的な見直しや経営
努力によって生み出した剰余金を積み立てる仕組みの導入なども行い、還元の原資として事業規模の一割にあたる
700億円程度を確保します。そのうえで、新型コロナウイルス感染症の影響や放送法改正の動き、訪問によらない
新たな営業施策の進捗などを見極めながら、具体的な方法などを検討し、衛星波の削減を行う2023年度に受信料
の値下げを行う方針です。また、衛星付加受信料の見直しを含めた総合的な受信料のあり方について導入に向けた
検討を進めます。値下げの詳細の決定にあわせて、本経営計画の修正を行います。

○受信料制度について、あらゆる機会を通じて視聴者のみなさまに丁寧にご説明し、ご理解いただくための活動を強
化します。公平負担の徹底の観点から、支払率80％台の維持に努めるとともに衛星契約割合を向上させ、運営に必
要な受信料収入を確保します。

2021年度は、2020年度に実施した値下げ（2018年度から順次実施した奨学金受給学生への免除
などとあわせて年間400億円規模の還元）が通年で影響することや、新型コロナウイルス感染症の影響
などにより、2020年度予算比で約300億円の減収を想定しています。本経営計画期間中は厳しい経
済状況が継続することを想定し、2022年度と2023年度についても毎年10億円程度の減収を想定
しています。

事業収入

構造改革を断行して550億円規模の支出削減を行い、2023年度には支出を6,800億円規模に抑え
ます。3年間で700億円規模（2020年度予算比）の削減を行う一方で、150億円程度を５つの取り組みに
重点投資します。新放送センター情報棟の整備や各地の放送会館の建て替えなどは、建設積立資産を
充てるとともに、財政安定のための繰越金（大災害時の事業維持などに必要な額は確保）を充当する
ことにより対応します。

事業支出

（億円）

区　分 2020年度
予算

事　業　収　入

2021年度
増減

6,900 △304

増減
2022年度

増減

6,890 △10

増減
2023年度

増減

6,880 △10

増減

7,204

うち受信料収入 6,714 △260 6,700 △14 6,690 △106,974

事　業　支　出 7,130 △224 6,890 △240 6,800 △907,354

事業収支差金 △230 △80 0 230 80 80△ 149

事業収入、支払率などは現時点での想定であり、新型コロナウイルス感染症のさらなる感染拡大など、今後の社会・
経済状況の変化などによっては見通しが変動する可能性があります。

（2021-2023年度）

経営計画計画期間中の収支と受信料の考え方

じん
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0000511559
ハイライト表示



５つの重点項目の具体施策

１．安全・安心を支える
「命と暮らしを守る」報道を強化し、より強靱なネットワークを構築
○相次ぐ大規模災害や深刻化する環境問題、新型コロナウイルス感染症の世界的流行など、さまざまな脅威
から一人ひとりの「命と暮らしを守る」ため、専門知識を生かした取材に基づく信頼できるコンテンツを、放送
とインターネットを連動させてこれまで以上にきめ細かくお届けします。地域の自治体やメディアとの連携も充
実させ、日頃からの災害への備えの強化に貢献します。

○大規模災害の発生時でも確実に放送・サービスをお届けするため、東京の放送センターの代替として大阪拠点
放送局の機能を強化するとともに、老朽化した各地の放送会館の建て替えを計画的に進め、いかなる時も確かな
情報を届けることができる強靱な体制を構築します。

３．あまねく伝える
確かな情報・サービスを一人ひとりに届け、分断化・多層化した社会をつなぐ
○新型コロナウイルス感染症の流行で、人と人との距離がますます離れつつあるなか、正確な情報をさまざまな媒体
で一人ひとりに届けるだけでなく、世代や地域を超えて個人をつなぐ番組などを制作し、社会が連携するきっか
けとなる役割を果たします。

○ＡＩ技術などを駆使した最先端のユニバーサル・サービスの提供を拡充します。
○訪日・在留外国人に対し、災害情報や生活に必要な情報などを、放送だけでなく、インターネット配信を効果的に
活用してきめ細かく提供します。

５．人事制度改革
組織の機能を最大限発揮するための“人財”改革を推進
○人事制度を抜本的に改革し、ＮＨＫで働く一人ひとりの創造性を最大化します。多様な人々がそれぞれの働き方で
力を発揮できるよう、ダイバーシティを推進するとともに、地域に根ざす人材がいっそう活躍する環境を整えつつ、

　「新しいＮＨＫらしさの追求」を実現する“人財”を育成します。

２．新時代へのチャレンジ
最新の技術を活用し、高品質なコンテンツを合理的なコストで提供
○コンテンツを報道やドラマといったジャンル別に管理することで、重複する内容の番組を整理・削減して経営資源を
集中させ、見ごたえのある大型シリーズ番組など、視聴者のみなさまの期待を上回る質の高いコンテンツを、
合理的なコストで、最適な媒体を通じて提供します。

○最新の映像技術を活用して、デジタル化が進むこれからの社会に求められる教育・教養コンテンツを開発し、
さまざまな世代の人たちの暮らしや学習を幅広く支援します。

○出演者と視聴者が同じ仮想空間に参加できる「バーチャル・プラットフォーム」など、空間拡張技術を活用した、
これまでにない視聴体験ができる技術の研究開発を進めます。

４．社会への貢献
地域の情報発信強化や日本の放送・メディア業界の発展に貢献
○地域情報の全国・海外への発信を大幅に増やすとともに、地域の課題を取り上げ、全国ネットワークを最大限に
活用して情報を共有することで解決につなげるなど、各地域の発展にさまざまな形で貢献します。NＨＫが取材
した情報やデータを公共財として広く活用していただくため、オープン化の取り組みを進めます。

○４Ｋ・８Ｋの技術を使って、日本各地に残る伝統的な文化や芸術、歴史遺産などを記録して未来に伝えるなど、
ＮＨＫグループの持つ知見・技術を広く社会に提供します。

○民間放送との二元体制を堅持し、培ってきた放送文化の発展のため、ＮＨＫが開発した技術や知見の共有な
ど、放送・メディア業界の未来を支える取り組みを進めます。

スリムで強靱な「新しいＮＨＫ」を目指す構造改革

保有するメディアの整理・削減
放送波の整理・削減にあたっては、現在提供しているコンテンツに対するニーズを踏まえ、視聴者のみな
さまの利便性を損なわないことに留意しながら進めます。
衛星波は２Ｋのうち１波を削減、将来的に右旋は１波化を視野に検討
○衛星波のうち、右旋の３波（ＢＳ１・ＢＳＰ・ＢＳ４Ｋ）の見直しを行い、2023年度中に２Ｋのうち１波を
削減します。削減にあたっては、番組の一部を他の放送波に移すなど編成上の工夫に努めます。さらに、
将来的には４Ｋの普及状況を見極めて、１波への整理・削減も視野に入れて検討を進めます。
○ＢＳ８Ｋについては、効率的な番組制作や設備投資の抑制を徹底し、東京オリンピック・パラリンピック
後に、あり方に関する検討を進めます。

音声波は２波（ＡＭ・ＦＭ）への整理・削減に向けて検討
○音声波については、民間放送のＡＭからＦＭへの転換の動きや聴取者への利用実態調査の結果などを
考慮しつつ、インターネットの活用や編成上の工夫をしながら、2025年度に現在の３波（Ｒ１・Ｒ２・ＦＭ）
から２波（ＡＭ、ＦＭ）へ整理・削減する方向で検討を進めます。

ＮＨＫのコンテンツにいつでもどこでも触れられるようインターネットを適切に活用
○日本への理解促進のため、海外向けコンテンツを、衛星放送だけでなくインターネット配信も活用
して、きめ細かく、効率的・効果的に世界に発信します。

○インターネットでの地方向け放送番組の提供は、必要な設備を整備し、段階的に進めます。
○インターネット活用業務実施費用の抑制的な管理に向けた体制を整備します。

インターネット活用業務

効率的な業務体制の確立と保有設備の削減
○経営資源を放送・サービスに集中させるため、管理間接部門を削減するなど、グループ全体で業務や要
員などの全面的な見直しを行い、合理的なコストによる効率的な業務体制を確立させます。

○老朽化した東京・渋谷の放送センターや各地の放送会館の建て替えを進める一方、設備のシンプル化・
集約化・クラウド化を推進して保有設備の削減を進めます。

営業経費の削減と視聴者の満足度を高める視聴者コミュニケーション改革
○ポストコロナ時代を見据え、訪問によらない効率的な営業活動への移行で経費を削減するとともに、
営業経費のさらなる抑制を図るため、新たな制度の導入を国に求めていきます。

○契約いただいているみなさまとの結びつきの強化や、満足度を高める取り組みを推進し、視聴者の
みなさまにより信頼され、より必要とされるＮＨＫとなるために努力を重ねます。

グループ全体での「新しいＮＨＫらしさの追求」に向けた体制構築とガバナンスの強化
○ＮＨＫの関連団体については、「新しいＮＨＫらしさの追求」に向けて機能・役割を見直し、子会社をは
じめとした全体の規模を縮小するとともに団体の数を削減してスリムで強靱な体制を構築します。

○子会社については、改革をよりスピーディーに進めるため、中間持株会社の導入を視野に業務・要員
の効率化や管理機能の集約など、ガバナンスの強化を進めます。

○財団については、社会貢献事業を強化するため業務のあり方を見直し、2023年度の統合に向けて検
討を進めます。

経営計画の進捗状況の評価・管理の明確化
○決算と業績の評価を重視し、客観的なデータに基づいて改革・改善の進捗管理を行い、目標達成につ
なげる仕組みを明確化します。代表的な指標等は公表し、説明責任を果たします。

○ＮＨＫグループ全体として、経営委員会が定めた「内部統制関係議決」に基づき整備した体制（「関連
団体運営基準」等）を適切に運用し、コンプライアンスの徹底など業務の適正性を確保します。

「受信料の価値を最大化」するためのマネジメント施策
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５つの重点項目の具体施策

１．安全・安心を支える
「命と暮らしを守る」報道を強化し、より強靱なネットワークを構築
○相次ぐ大規模災害や深刻化する環境問題、新型コロナウイルス感染症の世界的流行など、さまざまな脅威
から一人ひとりの「命と暮らしを守る」ため、専門知識を生かした取材に基づく信頼できるコンテンツを、放送
とインターネットを連動させてこれまで以上にきめ細かくお届けします。地域の自治体やメディアとの連携も充
実させ、日頃からの災害への備えの強化に貢献します。

○大規模災害の発生時でも確実に放送・サービスをお届けするため、東京の放送センターの代替として大阪拠点
放送局の機能を強化するとともに、老朽化した各地の放送会館の建て替えを計画的に進め、いかなる時も確かな
情報を届けることができる強靱な体制を構築します。

３．あまねく伝える
確かな情報・サービスを一人ひとりに届け、分断化・多層化した社会をつなぐ
○新型コロナウイルス感染症の流行で、人と人との距離がますます離れつつあるなか、正確な情報をさまざまな媒体
で一人ひとりに届けるだけでなく、世代や地域を超えて個人をつなぐ番組などを制作し、社会が連携するきっか
けとなる役割を果たします。

○ＡＩ技術などを駆使した最先端のユニバーサル・サービスの提供を拡充します。
○訪日・在留外国人に対し、災害情報や生活に必要な情報などを、放送だけでなく、インターネット配信を効果的に
活用してきめ細かく提供します。

５．人事制度改革
組織の機能を最大限発揮するための“人財”改革を推進
○人事制度を抜本的に改革し、ＮＨＫで働く一人ひとりの創造性を最大化します。多様な人々がそれぞれの働き方で
力を発揮できるよう、ダイバーシティを推進するとともに、地域に根ざす人材がいっそう活躍する環境を整えつつ、
「新しいＮＨＫらしさの追求」を実現する“人財”を育成します。

２．新時代へのチャレンジ
最新の技術を活用し、高品質なコンテンツを合理的なコストで提供
○コンテンツを報道やドラマといったジャンル別に管理することで、重複する内容の番組を整理・削減して経営資源を
集中させ、見ごたえのある大型シリーズ番組など、視聴者のみなさまの期待を上回る質の高いコンテンツを、
合理的なコストで、最適な媒体を通じて提供します。

○最新の映像技術を活用して、デジタル化が進むこれからの社会に求められる教育・教養コンテンツを開発し、
さまざまな世代の人たちの暮らしや学習を幅広く支援します。

○出演者と視聴者が同じ仮想空間に参加できる「バーチャル・プラットフォーム」など、空間拡張技術を活用した、
これまでにない視聴体験ができる技術の研究開発を進めます。

４．社会への貢献
地域の情報発信強化や日本の放送・メディア業界の発展に貢献
○地域情報の全国・海外への発信を大幅に増やすとともに、地域の課題を取り上げ、全国ネットワークを最大限に
活用して情報を共有することで解決につなげるなど、各地域の発展にさまざまな形で貢献します。NＨＫが取材
した情報やデータを公共財として広く活用していただくため、オープン化の取り組みを進めます。

○４Ｋ・８Ｋの技術を使って、日本各地に残る伝統的な文化や芸術、歴史遺産などを記録して未来に伝えるなど、
ＮＨＫグループの持つ知見・技術を広く社会に提供します。

○民間放送との二元体制を堅持し、培ってきた放送文化の発展のため、ＮＨＫが開発した技術や知見の共有な
ど、放送・メディア業界の未来を支える取り組みを進めます。

スリムで強靱な「新しいＮＨＫ」を目指す構造改革

保有するメディアの整理・削減
放送波の整理・削減にあたっては、現在提供しているコンテンツに対するニーズを踏まえ、視聴者のみな
さまの利便性を損なわないことに留意しながら進めます。
衛星波は２Ｋのうち１波を削減、将来的に右旋は１波化を視野に検討
○衛星波のうち、右旋の３波（ＢＳ１・ＢＳＰ・ＢＳ４Ｋ）の見直しを行い、2023年度中に２Ｋのうち１波を
削減します。削減にあたっては、番組の一部を他の放送波に移すなど編成上の工夫に努めます。さらに、
将来的には４Ｋの普及状況を見極めて、１波への整理・削減も視野に入れて検討を進めます。
○ＢＳ８Ｋについては、効率的な番組制作や設備投資の抑制を徹底し、東京オリンピック・パラリンピック
後に、あり方に関する検討を進めます。

音声波は２波（ＡＭ・ＦＭ）への整理・削減に向けて検討
○音声波については、民間放送のＡＭからＦＭへの転換の動きや聴取者への利用実態調査の結果などを
考慮しつつ、インターネットの活用や編成上の工夫をしながら、2025年度に現在の３波（Ｒ１・Ｒ２・ＦＭ）
から２波（ＡＭ、ＦＭ）へ整理・削減する方向で検討を進めます。

ＮＨＫのコンテンツにいつでもどこでも触れられるようインターネットを適切に活用
○日本への理解促進のため、海外向けコンテンツを、衛星放送だけでなくインターネット配信も活用
して、きめ細かく、効率的・効果的に世界に発信します。

○インターネットでの地方向け放送番組の提供は、必要な設備を整備し、段階的に進めます。
○インターネット活用業務実施費用の抑制的な管理に向けた体制を整備します。

インターネット活用業務

効率的な業務体制の確立と保有設備の削減
○経営資源を放送・サービスに集中させるため、管理間接部門を削減するなど、グループ全体で業務や要
員などの全面的な見直しを行い、合理的なコストによる効率的な業務体制を確立させます。

○老朽化した東京・渋谷の放送センターや各地の放送会館の建て替えを進める一方、設備のシンプル化・
集約化・クラウド化を推進して保有設備の削減を進めます。

営業経費の削減と視聴者の満足度を高める視聴者コミュニケーション改革
○ポストコロナ時代を見据え、訪問によらない効率的な営業活動への移行で経費を削減するとともに、
営業経費のさらなる抑制を図るため、新たな制度の導入を国に求めていきます。

○契約いただいているみなさまとの結びつきの強化や、満足度を高める取り組みを推進し、視聴者の
みなさまにより信頼され、より必要とされるＮＨＫとなるために努力を重ねます。

グループ全体での「新しいＮＨＫらしさの追求」に向けた体制構築とガバナンスの強化
○ＮＨＫの関連団体については、「新しいＮＨＫらしさの追求」に向けて機能・役割を見直し、子会社をは
じめとした全体の規模を縮小するとともに団体の数を削減してスリムで強靱な体制を構築します。

○子会社については、改革をよりスピーディーに進めるため、中間持株会社の導入を視野に業務・要員
の効率化や管理機能の集約など、ガバナンスの強化を進めます。

○財団については、社会貢献事業を強化するため業務のあり方を見直し、2023年度の統合に向けて検
討を進めます。

経営計画の進捗状況の評価・管理の明確化
○決算と業績の評価を重視し、客観的なデータに基づいて改革・改善の進捗管理を行い、目標達成につ
なげる仕組みを明確化します。代表的な指標等は公表し、説明責任を果たします。

○ＮＨＫグループ全体として、経営委員会が定めた「内部統制関係議決」に基づき整備した体制（「関連
団体運営基準」等）を適切に運用し、コンプライアンスの徹底など業務の適正性を確保します。

「受信料の価値を最大化」するためのマネジメント施策

現在の経営計画
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ＮＨＫが基本と考える公共的価値

ＮＨＫがこれまで大切にしてきた公共的価値は、「新しいＮＨＫらしさの追求」にあたっても、
しっかりと守っていきます。

受信料が長期的な減収傾向となることが予測されるなかにあっても、ＮＨＫと関連団体が一体となって「ＮＨＫでし
か創り出せないこと」に注力するとともに、効率的な経営を徹底し、受信料の価値の最大化を進めます。全国津々
浦々にネットワークを持つ、信頼される「情報の社会的基盤」として、ＳＤＧｓ（国連が定めた持続可能な開発目標）
の考え方も踏まえながら、地域や文化を守り、次の世代も安心して豊かに暮らせる日本の未来に貢献してまいり
ます。

新型コロナウイルス感染症の世界的流行や相次ぐ大規模災害、経済格差の拡大など、日本と世界の社会・
経済の先行きについて不透明感が増し、インターネットには不確かであいまいな情報があふれています。
一方、若者を中心にテレビの保有率が低下し、幅広い世代でインターネットの利用時間が増えてテレビの
視聴時間との“逆転”が予想されるなど、メディア環境や視聴者行動が大きく変化しています。

ＮＨＫは、受信料で成り立つ公共メディアとして、こうした時代の変化に向き合い、視聴者・国民の
みなさまからの信頼に応えるとともに、合理的なコストでの運営に努めます。経営資源をＮＨＫ
ならではの多様で質の高いコンテンツの取材・制作に集中させ、正確、公平公正で、豊かな放送・
サービスをいつでもどこでも最適な媒体を通じてお届けし続ける、「新しいＮＨＫらしさの追求」
を進めます。

これにあわせて既存業務を抜本的に見直し、放送波を整理・削減するとともに550億円規模の
支出削減を行い、効率的で持続可能な組織に変わります。経費を700億円規模で削減する一方、
150億円程度を以下の5つの取り組みに重点投資し、スリムで強靱な「新しいＮＨＫ」となる
ことを目指します。

５つの重点項目

１．安全・安心を支える 「命と暮らしを守る」報道を強化し、より強靱なネットワークを構築

２．新時代へのチャレンジ 最新の技術を活用し、高品質なコンテンツを合理的なコストで提供

３．あまねく伝える 確かな情報・サービスを一人ひとりに届け、分断化・多層化した社会をつなぐ

４．社会への貢献 地域の情報発信強化や日本の放送・メディア業界の発展に貢献

５．人事制度改革 組織の機能を最大限発揮するための“人財”改革を推進

▼不偏不党、自主自律を堅持、正確で公平公正な情報を発信し、知る権利を充足して、健全な民主主義の発展に貢献
▼一人ひとりの生活の安全、豊かさ、教育、福祉、文化創造に貢献
▼地域社会やメディア業界の維持・発展に貢献
▼日本と国際社会の相互理解に貢献
▼ＮＨＫの価値の最大化を図り、視聴者・国民のみなさまから信頼され必要とされる存在となる

放送法第７１条の２第２項第１号・第３号に規定された事項について
本計画における、放送法第７１条の２第２項第１号および第３号に規定された記載事項は、以下のとおりである。
第１号　中期経営計画の期間
　2021年度から2023年度まで（2021年４月１日から2024年3月31日）の3か年とする。
第３号　協会が行う業務の種類及び内容
(1) 国内放送として、テレビジョン放送（総合テレビジョン、教育テレビジョン、BS１、BSプレミアム、BS4K、BS8K）、
中波放送（第１放送、第２放送）、超短波放送（FM放送）を実施する。

(2) 国際放送として、邦人向け、外国人向けテレビジョン放送、ラジオ放送を実施する。
(3) インターネット活用業務として、総務大臣の認可を受けた実施基準に基づき、放送番組、理解増進情報を提供する。
(4) 調査研究として、放送番組及び放送技術の両分野にわたって調査研究活動を行う。
(5) 上記のほか、放送法第２０条第２項（上記(3)を除く）及び第３項の業務を実施する。

収支見通し
受信料が長期的な減収傾向となることが予測されるなか、経営資源を放送・サービスに集中させて視聴者のみなさま
のニーズに応え、受信料の価値の最大化を図るため、構造改革による支出規模の圧縮に取り組みます。

受信料を2023年度に値下げの方針

〔受信料額［月額：地上契約1,225円、衛星契約2,170円（口座・クレジット）］（消費税含む）※沖縄県は料額が異なる〕

○こうした支出の削減に加えて、さらなるコストの圧縮を進め、新放送センターの建設計画の抜本的な見直しや経営
努力によって生み出した剰余金を積み立てる仕組みの導入なども行い、還元の原資として事業規模の一割にあたる
700億円程度を確保します。そのうえで、新型コロナウイルス感染症の影響や放送法改正の動き、訪問によらない
新たな営業施策の進捗などを見極めながら、具体的な方法などを検討し、衛星波の削減を行う2023年度に受信料
の値下げを行う方針です。また、衛星付加受信料の見直しを含めた総合的な受信料のあり方について導入に向けた
検討を進めます。値下げの詳細の決定にあわせて、本経営計画の修正を行います。

○受信料制度について、あらゆる機会を通じて視聴者のみなさまに丁寧にご説明し、ご理解いただくための活動を強
化します。公平負担の徹底の観点から、支払率80％台の維持に努めるとともに衛星契約割合を向上させ、運営に必
要な受信料収入を確保します。

2021年度は、2020年度に実施した値下げ（2018年度から順次実施した奨学金受給学生への免除
などとあわせて年間400億円規模の還元）が通年で影響することや、新型コロナウイルス感染症の影響
などにより、2020年度予算比で約300億円の減収を想定しています。本経営計画期間中は厳しい経
済状況が継続することを想定し、2022年度と2023年度についても毎年10億円程度の減収を想定
しています。

事業収入

構造改革を断行して550億円規模の支出削減を行い、2023年度には支出を6,800億円規模に抑え
ます。3年間で700億円規模（2020年度予算比）の削減を行う一方で、150億円程度を５つの取り組みに
重点投資します。新放送センター情報棟の整備や各地の放送会館の建て替えなどは、建設積立資産を
充てるとともに、財政安定のための繰越金（大災害時の事業維持などに必要な額は確保）を充当する
ことにより対応します。

事業支出

（億円）

区　分 2020年度
予算

事　業　収　入

2021年度
増減

6,900 △304

増減
2022年度

増減

6,890 △10

増減
2023年度

増減

6,880 △10

増減

7,204

うち受信料収入 6,714 △260 6,700 △14 6,690 △106,974

事　業　支　出 7,130 △224 6,890 △240 6,800 △907,354

事業収支差金 △230 △80 0 230 80 80△ 149

事業収入、支払率などは現時点での想定であり、新型コロナウイルス感染症のさらなる感染拡大など、今後の社会・
経済状況の変化などによっては見通しが変動する可能性があります。

（2021-2023年度）

経営計画計画期間中の収支と受信料の考え方

じん

現在の経営計画
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